近代日本経済エリート層と高等教育歴の比較考察―富裕企業家・商人層の事例から by 中岡 俊介























































































































































































以前，1860 － 80 年，1880 － 1900 年と区分して調査対象人物中に占める割
















と総数の 6割以上に達する。ただしⅠも全体の 4分の 1近くに達しており，
割合としては決して少なくはない。他方でⅡやⅢに分類されるグループは合








1860 年以前出生者の場合実に 4分の 3近くを占めるが，その次の段階では
13％程度，そしてさらにその次は 3％と急激に減少している 40）。一方でⅣの
カテゴリーに属するサンプルは各時期区分で 9.7％→ 53.0％→ 65.2％と順調
に増加しており，Ⅴに関してもⅣほどではないものの 8.3％から最終的には
20％近くにまで上昇している。表 2で示されているように，Ⅰを除き他の学

































象人物中に占める割合を調査すると，100 － 200 万のカテゴリー中では 32％













































































に基づく調査でも 1841 － 80 年に出生した DBB掲載人物のうち大学卒業者


















では，サンプル 502 人中大学に進学した人物は 107 人と 21％程度にすぎず，
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